
1 法人の概要

〒 -

（ ） -

常　勤 非常勤 市ＯＢ 市現職 その他

①

②

③

④

2 情報公開の状況

ある ）

作成中・作成計画あり （公開予定時期 令和 年 月 ） 作成予定なし

事業内容 財務状況 役員氏名 その他（ ）

3 職員構成

増 0 減 0 歳

法人独自の給与体系 市の給与体系を準用 その他（ ）

令和元年度　盛岡市出資等法人　経営状況調査表
（平成31年4月1日現在）

法 人 名 一般財団法人　盛岡市勤労者福祉サービスセンター 所 管 課 経済企画課

所 在 地 020 0821 盛岡市山王町10番6号　山王ハイツ2階

電 話 番 号 019 653 1910 設立年月日 平成5年7月1日

中小企業勤労者等の在職中の健康の増進に関する事業

中小企業勤労者等の老後生活の安定に関する事業

中小企業勤労者等の在職中の自己啓発及び余暇活動に関する事業

法人のホームページの有無

（アドレス　http://www.morioka-ksc.or.jp

代 表 者 理事長　吉田　弘躬

設 立 目 的

　中小企業のための総合的な福祉事業を行うことにより、中小企業勤労者の福利厚生の向上を図るとと
もに、中小企業の振興、地域社会の活性化に寄与することを目的とする。

主 要 事 業

中小企業勤労者等の在職中の生活安定に関する事業

法人ホームページでの情報の提供内容（作成中の法人においては提供予定内容）

各種申請書のダウンロード

ホームページ以外での情報提供の方法

ガイドブック、センターニュース、リーフレット、新聞折込、広告掲載、路線バスアナウンス

（単位：人）

常勤 非常勤 合計
うち市ＯＢ

12 13

監事 0 0 0 2 2

うち市派遣

理事 1 1 0

0
臨時職員 0 ― ―

14 15

職員

管理職
正職員 0 0 0

0

役員

計 1 1 0

30

3
臨時職員 1 ― ―

計
正職員 2 0 0

0

臨時職員 1 ― ―
一般職

正職員 2 0 0

前年の市の給料表準拠

前年度と比較して職員数の増減 常勤職員の平均年齢 53.5

常 勤職 員の 給与 体系
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4 財政状況等

千円 千円 ％

① （出資等割合 ％）

② （出資等割合 ％）

③ （出資等割合 ％）

④ （出資等割合 ％）

⑤ （出資等割合 ％）

千円 ％）

千円 ％）

千円 ％）

千円 ％）

千円 ％）

① 千円）

② 千円）

③ 千円）

① 千円）

② 千円）

① 千円）

② 千円）

① 千円）

② 千円）

③ 千円）

（貸付金がある場合記入）

千円

％

5 指定管理者となっている公の施設（現在，公の施設の指定管理者となっている団体のみ記入）

資 本 金
（ 基 本財 産） 100,000 本市出資等額 100,000 本市出資等割合 100.0

主な出資等者

補 助 金 内 訳

運営費補助金 （令和元年度予算額 9,700

委 託 料 0 （収入全体の

指 定 管 理 料 0 （収入全体の

令和元年度における当
市の財的関与の状況

補 助 金 9,700 （収入全体の 12.5

負担金・交付金 0 （収入全体の

貸 付 金 0 （収入全体の

負 担 金 ・ 交 付 金 内 訳

（令和元年度予算額

（令和元年度予算額

（令和元年度予算額

（令和元年度予算額

指 定 管 理 料 内 訳

（令和元年度予算額

（令和元年度予算額

委 託 料 内 訳

（令和元年度予算額

（令和元年度予算額

施 設 の 名 称

利用料金収入（令和元年度予算額）

法人の収入全体の

（令和元年度予算額

貸 付 目 的 利用料金対象施設
（利用料金制を採用している施設
がある場合記入）
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6　法人の経営内容の詳細

(1) 取組目標

平成28年度 平成29年度 平成30年度

5,000 5,000 5,000

3,891 3,946 3,904

※　１　中長期計画等を策定している場合，計画に盛込まれている目標等を記載してください。

　 　２　中長期計画等を策定していない法人で，毎年度の目標等を設定している場合は，その目標等を

　　　　記載してください。

　　 ３　毎年度の目標等を設定していない場合は，法人の活動が具体的に数値として表れるものを記載

　　　　してください。

(2)　経営状況

※複数の会計を持つ法人は，合算して記載すること。 （単位：千円，％，人）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

総収入 96,017 91,084 87,862

当期収入（A) 77,790 76,243 75,190

基本財産運用収入 32 73 14

33,447 33,245 33,512

補助金等収入 9,700 9,700 9,700

9,700 9,700 9,700

事業収入(C） 33,801 32,095 31,108

33,801 32,095 31,108

繰入金収入 0 0

市からの借入金 0 0 0

その他の収入 810 1,130 856

18,227 14,841 12,672

総支出 81,176 78,412 73,732

当期支出 81,176 78,412 73,732

人件費 17,543 16,916 17,172

事業費（人件費除く） 60,931 58,576 53,973

管理費（人件費除く） 2,702 2,920 2,587

資産取得支出 0 0 0

繰入金支出 0 0 0

その他の支出 0 0 0

うち市からの指定管理料（E)

前期繰越額

区　　　　　分

会費収入（入会金収入を含む）

うち市からの補助金等(B)

うち自主事業収入

うち市からの委託料（D)

指標名 単位

①年度末会員数 人
計画

実績

②
計画

実績

③
計画

実績

④
計画

実績

収支の状況
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平成28年度 平成29年度 平成30年度

当期収支差額 ▲ 3,386 ▲ 2,169 1,458

次期繰越収支差額 14,841 12,672 14,130

77,790 76,183 75,190

81,176 78,412 73,732

▲ 3,386 ▲ 2,229 1,458

0 0 0

0 0 0

0 0 0

資産（G) 157,663 154,237 155,598

うち固定資産 141,542 138,016 137,233

うち流動資産（H) 16,121 16,221 18,365

負債 2,630 1,505 1,480

うち固定負債 1,512 723 0

うち流動負債（I) 1,118 782 1,480

正味財産（J) 155,033 152,732 154,118

うち当期正味財産増減額 ▲3,457 ▲2,301 1,386

1,441.9 2,074.2 1,240.8

98.3 99.0 99.0

19,448 19,046 18,798

12.4 12.7 12.9

0.0 0.0 0.0

常勤役員数（K) 1 1 1

うち本市ＯＢ 1 1 1

うち本市派遣職員 0 0 0

職員総数（L) 3 3 3

うち常勤職員数 3 3 3

うち本市ＯＢ 0 0 0

うち本市派遣職員 0 0 0

うち管理職員数 0 0 0

6.7 7.0 7.0

管理職員比率 0.0 0.0 0.0

職員新規採用数 0 0 0

うち常勤職員数 0 0 0

① 17,915 18,268 18,403

② 19,297 19,155 18,717

③ 2,315 2,270 2,753

④ 11,765 11,010 9,525

正味財産
の

状況

経常収益(F)

経常費用

当期経常増減額

経常外収益

経常外損益

当期経常外増減額

財産の状況

財務指標

流動比率（H/I)

自己資本比率（J/G)

職員一人当たり収益高（F/（K+L)）

当期収入に占める市補助金等の割合（B/A)

事業収入に占める市委託料，指定管理料の割合（（D+E)/C)

組織の状況

常勤役員比率（常勤役員数/総役員数）

事業指標

チケット販売枚数(枚)

チケット販売金額(千円)

健康増進・自己啓発事業及び
保養施設宿泊助成(千円)

共済給付金(千円)

区　　　　　分

収支の状況
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平成28年度 平成29年度 平成30年度

補助金額 9,700 9,700 9,700

① 9,700 9,700 9,700

②

③

負担金・交付金額 0 0 0

①

②

委託金額 0 0 0

①

②

上記のうち再委託額

上記業務の委託契約方法

指定管理料 0 0 0

①

②

③

貸付金額 0 0 0

損失補償額 0 0 0

債務保証額 0 0 0

平成30年度決算の概要

平成30年度収支は、経常収益は前年度より△993千円の75,190千円に、また経常費用は△4,680千円の
73,732千円となり、経常増減額（次年度繰越額　損益勘定ベース）は3,687千円増の1,458千円となり、3年振り
に黒字となりました。
　これは、経常収益は、主収入である会員会費が会員数が前年より減少したにもかかわらず増額となりました
が、共済給付金収益が大きく減少したことにより全体として前年を下回りました。一方、経常費用は、経費節
減に努めるとともに、前年度実施の周年記念事業費相当分の経費が無く、経常収益を下回ったことによるも
のです。

本市の財
政的関与
等の状況

運営費補助金

区　　　　　分
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７　所管課による財務状況についての点検評価結果

※参考（別紙フローチャートによるチェック）

はい いいえ

1 ○

2 ○

3 ○

4

5

6

7

8

9

　※「累積欠損金」→「正味財産の部合計」

平成30年度決算において黒字である。

B Ａ：良好，　Ｂ：概ね良好，　Ｃ：改善を要する，　Ｄ：大いに改善を要する

累積欠損金があるが，対自己資本比率は100％超で
ある。

累積欠損金がある。

平成30年度決算において減価償却前黒字である。

事業計画どおりの償却前赤字である。

概ね３年以内に単年度黒字可能である。

累積欠損金があるが，対自己資本比率は50％未満
である。

累積欠損金があるが，対自己資本比率は50％～
100％である。

（コメント）
年度末会員数は昨年度を下回ったが，会費収入は昨年度より増加しており，経費削減の効果も奏して黒字を
達成していることから概ね順調な運営を行っている。

番号 質問
チェック欄

平成29年度決算において黒字である。
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